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令和７年度一般会計予算について 

 

１ 基本方針 

令和７年度当初予算は、歳入においては、個人市民税が定額減税の終了、所得額の増

加等により大幅に増加し、固定資産税及び都市計画税についても、評価替えの負担調整

措置による増加などから、市税の増加が見込まれる。なお、地方特例交付金については、

個人市民税の定額減税による減収分の補填がなくなるため、減収を見込んでいる。 

歳出においては、人件費や扶助費等の経常的経費が増加するほか、都市基盤や公共施

設の整備等の投資的経費にも予算を配分している。 

主な内容について、都市基盤整備の分野では、土地区画整理事業の推進のため各区画

整理組合への支援を行うほか、白子三丁目中央土地区画整理地区内の公園整備を行う。 

福祉の分野では、障害者相談支援体制の強化として、地域生活支援センターの相談員

の増員を行うほか、医療的ケアを必要とする児童の受入れ体制を整備し、保育サービス

の拡充を行う。 

教育の分野では、小中学校の屋内運動場空調機の整備を進めるほか、児童への教育支

援として、難聴言語通級指導教室の設置を行う。 

防災の分野では、防災設備の計画的な整備として、第３分団車庫の大規模改修を行う。 

  

 

２ 予算規模 

 歳入歳出総額   ３２４億５，９００万円 

 （対前年度比    １２億１，１００万円、３．９％の増） 

  (1) 市税の状況 

    市税合計額   １７２億５，７９０万４千円 

    （対前年度比   １１億３，３８４万９千円、７．０％の増） 

    【主要税目の状況】 

    ・個人市民税   ９億８１４万８千円増加(対前年度比  １３．２％の増) 

    ・法人市民税   ２，００６万７千円増加(対前年度比   ５．４％の増) 

・固定資産税   １億７，６３７万円増加(対前年度比   ２．６％の増) 

    ※ 固定資産税は、国有資産等所在市町村交付金を含まない純固定資産税の比較 
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(2) 市債の状況 

    市債合計      ７億５，６４０万円 

    （対前年度当初比  ４億４，４６０万円、３７．０％の減） 

    ・庁舎高架水槽改修事業債                 １，４２０万円 

    ・市民文化センター設備改修事業債             ２，３７０万円 

・福祉の里消防設備改修事業債             １，８７０万円 

・みなみ保育園保育室雨漏改修事業債           ６９０万円 

    ・市道側溝等補修事業債                  ８１０万円 

    ・市道舗装補修事業債                  ４，８３０万円 

    ・市道道路改良事業債                  １，８８０万円 

    ・駅南口自転車駐車場消防設備更新事業債           ９００万円 

・白子三丁目中央土地区画整理組合活動支援事業債     ５, １９０万円 

    ・和光北インター東部地区土地区画整理組合活動支援事業債  ３億５，４００万円 

    ・新設公園整備事業債                ２，０２０万円 

・防災倉庫等整備事業債                ２，２７０万円 

・衛星系防災行政無線更新事業債              １，２１０万円 

・第四小学校高圧ケーブル更新事業債             ９００万円 

・小学校屋内運動場空調機設置事業債            ８，４６０万円 

・中学校屋内運動場空調機設置事業債            ２，７５０万円 

・午王山遺跡用地取得事業債                ２，６７０万円 

   

   令和７年度末における一般会計地方債現在高の見込額 

    １３３億４，０２６万６千円（令和６年度から１２億４，６５１万７千円の減） 
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(3) 基金の積立及び取崩状況 

       基金繰入金の合計  １４億９，０５５万３千円 

      （対前年度比    ３億６，１５７万８千円、１９．５％の減） 

（単位：千円）

積　立　額 取　崩　額

財 政 調 整 基 金

(目標値：標準財政規模の10％)

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金

(学校教育施設の整備に充てる基金)

公 共 用 地 取 得 事 業 基 金

(公共用地取得事業に充てる基金)

公 共 施 設 整 備 基 金
(学校教育施設以外の公共施設整備に充てる基金)

都 市 基 盤 整 備 基 金

(都市基盤整備事業に充てる基金)

ま ち づ く り 基 金 161,137 147 15,971 145,313

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

(森林整備及びその促進費用に充てる基金)

合 計 4,313,092 13,480 1,490,553 2,836,019

36,889 12,018 48,907

184,674 67 50,000 134,741

288,599 69 150,000 138,668

1,277,894 638 1,278,532

123,886 61 123,947

令 和 ７ 年 度
基　　　金　　　名

令和６年度末
現在高見込額

令和７年度末
現在高見込額

2,240,013 480 1,274,582 965,911

 

 

(4) 地方消費税交付金のうち消費税率引き上げ分の社会保障施策への対応 

  

    地方消費税交付金          １７億６，０００万円 

     うち消費税率引き上げ分       ９億６，６２４万円      

  

    社会保障施策に要する経費     １２６億２，８１０万円  

 

   【社会保障施策への対応】 

    ・障害者福祉費            １億７，６８２万円 

    ・児童措置費             １億５，９４３万円 

    ・保育園費              ４億２，８０５万円 

    ・学童クラブ費              ２，９９５万円 

    ・生活保護費             １億４，２０４万円 

    ・予防費                 ２，９９５万円 
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 (5) 都市計画税の使途予定について 

（単位：千円）

合 計 2,484,319 702,262 1,525,734

※都市計画税は、各事業費から特定財源を控除した一般財源の比率に応じて按分し、
　充当しています。

256,323

地 方 債 償 還 766,975 0 656,657 110,318

区 画 整 理 事 業 1,371,480 702,262 572,961 96,257

都市計画事業　計 345,864 0 296,116 49,748

焼 却 場 整備 0 0 0 0

下 水 道 整備 345,864 0 296,116 49,748

公 園 整 備 0 0 0 0

都市計 画税 そ の 他

街 路 整 備 0 0 0 0

特 定 財 源

財 源 内 訳

事 業 名 事 業 費 一 般 財 源

 

 

 

 

 

 



（単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減額
増減率
(％)

1 17,257,904 16,124,055 1,133,849 7.0

2 121,000 123,000 △ 2,000 △ 1.6

3 13,000 4,000 9,000 225.0

4 99,000 63,000 36,000 57.1

5 123,000 72,000 51,000 70.8

6 132,000 110,000 22,000 20.0

7 1,760,000 1,616,000 144,000 8.9

8 900 900 0 0.0

9 20,300 15,000 5,300 35.3

10 8,450 8,450 0 0.0

11 59,001 509,001 △ 450,000 △ 88.4

12 10,000 10,000 0 0.0

13 7,000 7,000 0 0.0

14 229,438 232,782 △ 3,344 △ 1.4

15 303,554 305,590 △ 2,036 △ 0.7

16 6,649,723 5,782,799 866,924 15.0

17 2,596,659 2,407,019 189,640 7.9

18 37,981 29,515 8,466 28.7

19 2 2 0 0.0

20 1,490,556 1,852,134 △ 361,578 △ 19.5

21 450,000 450,000 0 0.0

22 333,132 324,753 8,379 2.6

23 756,400 1,201,000 △ 444,600 △ 37.0

32,459,000 31,248,000 1,211,000 3.9

諸収入

市債

歳　入　合　計

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金等

地方特例交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

令和７年度一般会計歳入予算概要

歳　入　科　目

市税

地方譲与税

利子割交付金

- 5 -



（単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減額
増減率
(％)

1 224,027 221,470 2,557 1.2

2 4,042,104 3,494,733 547,371 15.7

3 16,009,888 14,906,498 1,103,390 7.4

4 2,224,368 2,184,123 40,245 1.8

5 39,020 38,657 363 0.9

6 50,699 51,912 △ 1,213 △ 2.3

7 83,538 84,431 △ 893 △ 1.1

8 3,239,261 3,394,060 △ 154,799 △ 4.6

9 1,108,120 1,134,554 △ 26,434 △ 2.3

10 3,297,827 3,550,760 △ 252,933 △ 7.1

11 2,087,375 2,134,721 △ 47,346 △ 2.2

12 12,773 12,081 692 5.7

13 40,000 40,000 0 0.0

32,459,000 31,248,000 1,211,000 3.9

諸支出金

予備費

歳　出　合　計

消防費

教育費

公債費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

議会費

総務費

民生費

令和７年度一般会計歳出予算概要

歳　出　科　目
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令和７年度国民健康保険特別会計予算について 

 

１ 基本方針 

令和７年度は、第３期和光市国民健康保険事業計画に基づき、保険税率を改正し、埼

玉県国民健康保険運営方針による保険税率水準の統一に向けた取組を行う。同時に、健

康寿命の延伸と安定的な国民健康保険運営の実現を基本理念として事業運営に取り組む。 

国民健康保険特別会計の財政状況においては、被保険者の減少及び新型コロナウイル

ス感染症の５類感染症移行後も各国で発生する新たな変異株の動向やインフルエンザ等

のその他の感染症が近年に比べ流行傾向にある等、不確実性が継続している。 

国民健康保険事業費納付金に見合う財源を確保するため、更なる医療費適正化・収納

率の向上について効果的な対策を講じ、国民健康保険財政の健全化を推進する。 

⑴  保健事業の推進 

特定健診の未受診者対策の強化や特定保健指導の実施率の向上、糖尿病性腎症重

症化予防対策事業による人工透析移行の防止、生活習慣病発生及び脳梗塞・心筋梗

塞の入院再発を予防する取組、コバトン ALKOO マイレージ、健康サポート訪問事業

等の実施により、被保険者の健康の保持・増進と医療費の適正化を図る。 

⑵  自主財源の確保 

口座振替の利用促進、納税サポートセンターによる初期滞納解消への早期着手等

により、収納率の向上を図る。 

 

２ 予算規模 

    歳入歳出総額    ６４億５，７８４万９千円 

       （対前年度比    ８，６２３万８千円、１．３５％の増） 

Ⅰ 被保険者数の状況 

項  目 説  明 

１ 世帯数 

 

 

 

 

２ 被保険者数 

 

 

 

 令和５年度平均         9,262 世帯 

令和６年度平均見込       9,090 世帯 

 令和７年度平均見込          8,742 世帯 

      （対前年増減    △3.83％） 

 

 令和５年度平均        12,879 人 

 令和６年度平均見込      12,512 人 

 令和７年度平均見込        12,062 人 

      （対前年増減    △3.60％） 
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Ⅱ 歳入                              

科 目 予算額（千円） 説  明 

１ 国民健康保険税 

 

 

 

1,288,756 ⑴  現年課税分         1,228,601 千円 

           （対前年増減  △1.08％） 

   調定額           1,335,437 千円 

   収納率             92.0％ 

⑵  滞納繰越分            60,155 千円 

            （対前年増減 △ 6.01％） 

２ 一部負担金 1  

３ 使用料及び手数料 1  

４ 国庫支出金 2 災害臨時特例補助金  

社会保障・税番号制度システム整備費等補助金           

５ 県支出金 4,260,953 保険給付費等交付金 

ア 普通交付金       4,173,691 千円 

イ 特別交付金            87,262 千円 

６ 財産収入 1 預金利子 

７ 繰入金 846,591 

 

⑴  一般会計繰入金      327,065 千円 

ア  保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 

                120,000 千円 

イ  保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 

                 90,000 千円 

  ウ  未就学児均等割保険税繰入金 

                 3,032 千円 

 エ  事務費繰入金             50,900 千円 

オ  産前産後保険税繰入金      1,466 千円 

カ  出産育児一時金繰入金   21,667 千円 

キ  その他繰入金       40,000 千円 

⑵  基金繰入金        519,526 千円 

財政調整基金繰入金    

８ 繰越金 40,000  

９ 諸収入 21,544  

歳入合計 6,457,849  
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Ⅲ 歳出 

科 目 予算額（千円） 説  明 

１ 総務費 51,108  

２ 保険給付費 4,210,913 ⑴  療養給付費等       4,165,164 千円  

            （対前年増減 1.10％） 

参考・主な内容 

ア 療養給付費        3,600,312 千円 

 イ 療養費                 47,136 千円 

 ウ 高額療養費         516,756 千円 

⑵  審査支払手数料           9,135 千円  

⑶  出産育児一時金等        32,514 千円  

   （50 万円×65 件+手数料） 

⑷  葬祭費             4,000 千円  

   （5 万円×80 件） 

⑸  傷病手当金            100 千円 

３ 国民健康保険 

事業費納付金 

2,047,247           （対前年増減 1.57％） 

⑴  医療給付費分       1,368,865 千円 

⑵  後期高齢者支援金等分   496,655 千円 

⑶  介護納付金分       181,727 千円 

４ 保健事業費 126,278 ⑴  保健衛生普及活動       17,874 千円 

参考・主な内容  

 ア 糖尿病性腎症重症化予防対策事業               

 イ コバトン ALKOO マイレージ事業 

 ウ ジェネリック医薬品差額通知事業 

 エ 健康サポート訪問事業 

⑵  特定健康診査･特定保健指導 108,404 千円 

参考・主な内容 

 ア 特定健康診査事業 

イ 特定保健指導事業 

 ウ 特定健診受診勧奨事業 

 エ 生活習慣病リスク改善対策事業      

５ 基金積立金 1 財政調整基金預金利子分 

６ 諸支出金 12,302  

７ 予備費 10,000  

歳出合計 6,457,849  
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令和７年度後期高齢者医療特別会計予算について 

 

１ 基本方針 

後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方及び６５歳以上７５歳未満で一定の障害があ

る方（本人の申請に基づき、保険者の認定を受けた方）を対象とする医療保険制度で、

平成２０年４月から埼玉県後期高齢者医療広域連合が保険者となり、事務及び財政運営

の共同処理、広域にわたる計画の策定、構成市町村の連絡調整が行われている。埼玉県

後期高齢者医療広域連合によると、埼玉県における令和６年度の被保険者数は約１０８

万９千人と増加傾向にあり、被保険者の健康増進と医療費適正化の一層の推進による本

制度の持続可能性の確保が求められている。 

令和７年度和光市後期高齢者医療特別会計予算については、埼玉県後期高齢者医療広

域連合が推計した市負担金算定に用いる諸係数及び当市における被保険者数に基づき予

算を編成している。 

主な歳入については、埼玉県後期高齢者医療広域連合が算出した各構成市町村の保険

料賦課見込額に予定収納率を乗じて得た保険料と、高齢者の医療の確保に関する法律第

９９条に基づく、低所得者に対する保険料の軽減措置による減収相当額を補完するため

の「保険基盤安定繰入金」等を計上している。 

一方歳出については、歳入に連動する形で、後期高齢者医療保険料負担金のほか、被

保険者の資格喪失などに伴い発生する保険料還付金等を計上している。 

算出の基礎となった当市の被保険者数は８，７８２人で、前年度に比べて２３２人増

加している。 

 

２ 予算規模 

 歳入歳出総額   １０億７，５９６万６千円 

（対前年度比   ４，４３０万６千円、４．０％の減） 
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歳 入 

                                       （単位：千円） 
科 目 予算額 説   明 

款１ 後期高齢者医療保険料 940,894  
 
特別徴収保険料       423,739 
現年度分普通徴収保険料  513,554 
滞納繰越分普通徴収保険料  3,601 

  項１ 後期高齢者医療保険料 940,894 
    目１ 後期高齢者医療 

保険料 
940,894 

款２ 繰入金 132,720  
 
 

  項１ 一般会計繰入金 132,720 
    目１ 保険基盤安定繰入金 132,720 
款３ 繰越金 1  
  項１ 繰越金 1 
    目１ 繰越金 1 
款４ 諸収入 2,351  

 
 

  項１ 延滞金、加算金及び 
過料 

300 

    目１ 延滞金 300 
  項２ 償還金及び還付加算金 2,050  
    目１ 保険料還付金 
    目２ 還付加算金 

2,000 
50 

  項３ 預金利子 1  
  目１ 預金利子 1 

歳 入 合 計 1,075,966  
 
 

歳 出   

                                    （単位：千円） 
科 目 予算額 説   明 

款１ 後期高齢者医療広域連合 
納付金 

1,073,915  

  項１ 後期高齢者医療広域連合 
納付金 

1,073,915 

    目１ 後期高齢者医療広域 
連合納付金 

1,073,915  

款２ 諸支出金 2,051  
 
 

  項１ 償還金及び還付加算金 2,050 
    目１ 保険料還付金 

目２ 還付加算金 
2,000 

50 
  項２ 諸支出金 1  
    目１ 一般会計繰出金 1 

歳 出 合 計 1,075,966  
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令和７年度介護保険特別会計予算について 

 

１ 基本方針 

令和７年度は、第９期介護保険事業計画における２年目となり、この年、団塊の世代

すべてが７５歳以上を迎えることになる。今後、団塊ジュニア世代が６５歳以上になる

令和２２年も見据え、制度の持続可能性を確保しながら、高齢者ができる限り住み慣れ

た地域で自立した生活を続けることができるよう、地域住民や地域の多様な主体が参画

し、人や支援が世代や分野を超えてつながる地域共生社会の実現に向けた取組を実施す

る必要がある。 

令和７年度の和光市介護保険特別会計は、介護給付を確保しつつ、介護予防・日常生

活支援総合事業や包括的支援事業・任意事業の適切な運営を図り、今後増加が見込まれ

る認知症に対する施策や高齢者の地域のつながり、支援等も見据えた予算編成としてい

る。 

 

 ⑴ 令和７年度当初予算における新規事業及び主な変更点 

  ア チームオレンジ運営補助金の整備 

    認知症の本人やその家族が地域で安心して暮らし続けられる活動を支援し、地域

共生社会の実現に寄与することを目的に補助する。 

  イ ＧＢＥＲの運用の継続 

    ＩＣＴを活用した高齢者の社会参加を促進するため、ＧＢＥＲを活用し地域活動

と参加したい高齢者をマッチングさせ、就労的活動の支援を継続して行う。 

 

 ⑵ 歳出 

保険給付費は、令和６年度の要介護者、要支援者それぞれの認定の伸びを考慮し、

各種介護サービス給付費については４％、各種介護予防サービス給付費については２

０％増で供給量を推計した。また、各特例給付については、近年の実情を考慮し、科

目設定のみとし、予算は減額した。 

市町村特別給付費については、全て第１号被保険者保険料とし、また、地域支援事

業費では、各地域包括支援センターの人件費等の見直しに伴う委託センター事業費を

計上した。なお、市町村特別給付費は事業の統合を、地域支援事業費は、国の事業名

の変更等に合わせつつ幾つかの事業の統廃合を行っている。 
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⑶ 歳入 

歳入の構成は、保険給付費に充当される介護保険料、国・県支出金、支払基金交付

金及び基金繰入金、また総務費等に充当される一般会計繰入金等で構成されている。 

歳入の約２４.４％を占める介護保険料については、第９期基準月額５，８８０円

を基礎とし、第９期計画の推計値による被保険者の増加の人数（１５，５５５人、対

前年度実績比 １５３人増）による保険料収入の増加を見込んだ予算計上をしている。 

また、歳入の約５８．７％を占める国・県・支払基金からの支出金等については、

歳出に連動する形で各種サービス給付及び事業に要する費用の見込額に、それぞれの

負担割合を乗じて計上している。 

このほか、保険給付費、各種事業費及び事務費等に充当するため、一般会計からは

歳入の約１４．４％に当たる繰入金を、また介護給付費準備基金からは約２．５％に

当たる繰入金を、それぞれ計上し、予算を調製した。 

 

２ 予算規模 

 歳入歳出総額   ４９億７,７２５万１千円  

  （対前年度比   １億８,７９０万円、約３．９％の増） 
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一般状況 

予　算　額
年間平均 １５，５５５人
（対前年度実績比　１５３人増加、１．０％の増加）

前期高齢者数（６５～７４歳） ６，６３９人
（対前年度実績比　３０４人減少、４．４％の減少）

後期高齢者数（７５歳以上） ８，９１６人
（対前年度実績比　４５７人増加、５．４％の増加）

１８．３％

（対前年度実績比　変化なし）

５，８８０円
（対前年度実績比　変化なし）

科目 説　　明

2 高齢化率

3 保険料基準額

1 第一号被保険者数
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歳 入                                   （単位：千円） 

予　算　額
現年度分特別徴収保険料 1,058,548
現年度分普通徴収保険料 150,265
滞納繰越分普通徴収保険料 3,705
介護給付費負担金 809,123
調整交付金 74,515
総合事業調整交付金 3,146
地域支援事業交付金(介護予防・日常
生活支援総合事業)

33,785

地域支援事業交付金(包括的支援事業・
任意事業)

64,553

保険者機能強化推進交付金 4,757
介護保険保険者努力支援交付金 9,470
介護給付費交付金 1,191,615
地域支援事業支援交付金 50,311
介護給付費負担金 625,228
交付金 1
貸付金 1
地域支援事業交付金(介護予防・日常
生活支援総合事業)

21,115

地域支援事業交付金(包括的支援事業・
任意事業)

32,276

介護保険事業費補助金 540
介護給付費繰入金 551,673
事務費繰入金 53,884
低所得者軽減負担金繰入金 43,992
社会福祉法人等による利用者負担額
軽減制度事業費繰入金

180

地域支援事業繰入金(介護予防・日常
生活支援総合事業)

23,292

地域支援事業繰入金(包括的支援事業・
任意事業)

43,141

介護給付費準備基金繰入金 127,422
介護給付費準備基金運用利子 1
介護保険高額介護サービス費等貸付
基金運用利子

1

支払基金交付金繰越金 1
その他繰越金 1
第１号被保険者延滞金(現年度分) 1
第１号被保険者延滞金(過年度分) 200
第１号被保険者加算金(現年度分) 1
第１号被保険者加算金(過年度分) 1
過料 1
歳計現金預金利子 1
滞納処分費 1
第三者行為納付金 500
不正不当利得返納金 1
雑入 2

4,977,251

繰入金 843,584

6 その他 713

科目 説　　明

合計

1 介護保険料 1,212,518

3 支払基金交付金 1,241,926

2 国庫支出金 999,349

4 県支出金 679,161

5
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歳 出                                   （単位：千円） 

予　算　額
1 総務費 53,884 一般管理業務 16,216

連合会負担金 30
賦課徴収業務 6,101
介護認定審査業務 6,453
認定調査業務 24,554
介護保険運営協議会運営 244
介護保険趣旨普及業務 286

2 保険給付費 4,413,391 居宅介護等サービス保険給付業務 1,958,195
特例居宅介護等サービス保険給付業務 1
地域密着型介護サービス保険給付業務 999,490
特例地域密着型介護サービス保険給付業務 1
施設介護サービス保険給付業務 915,581
特例施設介護サービス保険給付業務 1
居宅介護等福祉用具購入保険給付業務 5,648
居宅介護等住宅改修保険給付業務 8,838
居宅介護等サービス計画給付業務 186,611
特例居宅介護等サービス計画給付業務 1
介護予防サービス保険給付業務 84,419
特例介護予防サービス保険給付業務 1
地域密着型介護予防サービス保険給付業務 20,269
特例地域密着型介護予防サービス保険
給付業務

1

介護予防福祉用具購入保険給付業務 2,515
介護予防住宅改修保険給付業務 8,086
介護予防サービス計画給付業務 9,054
特例介護予防サービス計画給付業務 1
審査支払業務 2,971
介護給付費請求書電算処理システム 1
高額介護等サービス費給付 165,277
高額介護等予防サービス費給付 955
特定入所者介護等サービス費給付 44,972
特例特定入所者介護等サービス費給付 1
特定入所者介護予防等サービス費給付 500
特例特定入所者介護予防等サービス費給付 1

3 財政安定化基金拠出金 2 財政安定化基金拠出金 1
財政安定化基金返還金 1

4 市町村特別給付費 78,811 市町村特別給付事業 78,811
5 地域支援事業費 410,454 サービス・活動事業 89,452

一般介護予防事業 96,888
委託センター運営 163,859
認知症総合支援事業 1,235
地域ケア会議事業 707
生活支援体制整備事業 27,310
在宅医療・介護連携推進事業 3,050
任意事業 27,953

科目 説　　明
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6 利用者負担額軽減制
度事業費

720 社会福祉法人等による利用者負担額
軽減制度事業費

720

7 保健福祉事業費 16,774 健康度調査 7,381
健康増進・介護者リフレッシュ 4,378
地域介護予防 233
介護予防強化サービス事業 4,782

8 その他 3,215 介護給付費準備基金積立 2
一般会計繰出金 1
過誤納還付金 2,200
償還金 1
過誤納還付加算金 10
延滞金 1
予備費 1,000

4,977,251合計
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令和７年度和光都市計画事業 

和光市駅北口土地区画整理事業特別会計予算について 

 

１ 基本方針 

和光市駅北口土地区画整理事業は、道路、公園等の公共施設の整備改善及び宅地の利

用の増進を図ることを目的とし、駅南口と併せた中心市街地として、計画的な市街地形

成、交通の円滑化、安全で快適な居住空間の確保など、災害に強い住み良いまちづくり

を目指す都市基盤整備事業である。 

令和７年度の予算編成は、前年度に引き続き街路築造及び宅地造成等工事を実施する

ため工事請負費、建物移転に伴う移転補償費及び損失補償費等を計上している。 

また、計画的な事業推進を目指し、次年度施工予定箇所の建物移転等補償調査業務及

び工事実施設計業務等の委託料を計上し、予算編成をした。 

 

２ 予算規模 

  歳入歳出総額   １４億９，００２万円 

  （対前年度比   ３億２，０６２万８千円、２７．４％の増） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額 対前年度比％

１ 事 業 収 入 27,264 96,907 △ 69,643 △ 71.9

２ 国 庫 支 出 金 301,302 151,500 149,802 98.9

３ 県 支 出 金 171,366 101,000 70,366 69.7

４ 繰 入 金 686,786 511,583 175,203 34.2

５ 繰 越 金 1 1 0 0.0

６ 諸 収 入 1 1 0 0.0

７ 市 債 303,300 308,400 △ 5,100 △ 1.7

1,490,020 1,169,392 320,628 27.4

　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額 対前年度比％

１ 区 画 整 理 総 務 費 86,432 68,553 17,879 26.1

２ 区 画 整 理 事 業 費 1,403,088 1,100,339 302,749 27.5

３ 予 備 費 500 500 0 0.0

1,490,020 1,169,392 320,628 27.4歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　　　入

款

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　　　出

款

-19 -
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令和７年度和光市水道事業会計の主な予算内容 

 

 

１ 収益的収入及び支出 

 事業収益   １，９０７，６５４千円 

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主  な  内  容 

営 業 収 益 

 

 

 

 

 

 

 

 

営 業 外 収 益 

 

特 別 利 益 

１，７２８，９５７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７８，５９７ 

 

１００ 

        総給水量     ９,２５３,０００㎥ 

       総有収水量    ９,０９４,０００㎥ 

       有収率          ９８．２８％ 

・給水収益           １,３００,３４２千円 

・受託工事収益             １８,８３１千円 

・配水管工事負担金         １４４,６６６千円 

・加入金              ２０５,５９５千円 

・下水道使用料徴収事務受託料   ５５,２４２千円 

 

・長期前受金戻入          １４５,９５９千円 

・消費税及び地方消費税還付金   ３０,７６５千円 

 

 

 

 事業費    １，５５３，９０９千円 

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主  な  内  容 

営 業 費 用 

 

 

 

 

 

 

 

 

営 業 外 費 用 

 

特 別 損 失 

 

予 備 費 

１,５４５,８４３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２,４６６ 

 

６００ 

 

５,０００ 

・県水受水費            ４４６,４８５千円 

・動力費                ６９,５３６千円 

・浄水場運転管理等委託料等    １４２,５０１千円 

・量水器満期交換委託料等     ５８,３０８千円 

・水道料金等徴収等委託料等   １１８,９６２千円 

・貸倒引当金繰入額             ６３７千円 

・減価償却費            ４３６,５８９千円 

・固定資産除却費            １,４２４千円 

 

・企業債利息             ２,４６４千円 
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２ 資本的収入及び支出 

 資本的収入    ２７９，４０９千円 

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主  な  内  容 

負 担 金 

 

企 業 債 

１３,１０９ 

 

２６６,３００ 

・一般会計負担金            １３,１０９千円 

 

・建設改良費等企業債       ２６６,３００千円 

 

 

 

 資本的支出 １，１６４，６４９千円 

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主  な  内  容 

建 設 改 良 費 

 

 

企業債償還金 

 

予 備 費 

１，１２２，０７９ 

 

 

３７,５７０ 

 

５,０００ 

・給配水管布設費          ４７１，０２０千円 

・浄水場施設改良費          ５０６，３２３千円 

 

・企業債償還金            ３７,５７０千円 

 

 

※ 主要な建設改良事業 

   

  末端監視装置更新事業                ２２９,９００千円 

  酒井浄水場配水池改修事業（２か年継続事業）     １４６,３００千円 

  水道庁舎改修事業                  １０１,４０９千円 
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令和７年度和光市下水道事業会計の主な予算内容 

 

 

１ 収益的収入及び支出 

 事業収益   １，２１９，１８６千円 

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主  な  内  容 

営 業 収 益 

 

 

 

 

営 業 外 収 益 

 

 

 

 

特 別 利 益 

１，０００，９５２ 

 

 

 

 

２１８，２１９ 

 

 

 

 

１５ 

       有収水量   ９，０６５，０００㎥ 

・下水道使用料       ６９６，８５０ 千円 

・他会計負担金        ３０３，８６０千円 

・指定工事店更新手数料等       ２４２千円 

 

・他会計補助金         ３４，８５８千円 

・国庫補助金          １１，０００千円 

・長期前受金戻入       １６８，２９８千円 

・下水道施設占用料等       ４，０５９千円 

 

・過年度損益修正益           １５千円 

 

 

 

 事業費    １，２２６，６６１千円 

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主  な  内  容 

営 業 費 用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営 業 外 費 用 

 

 

特 別 損 失 

 

予 備 費 

１，１６２，８０８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５８，５５３ 

 

 

３００ 

 

５,０００ 

・施設維持関係委託（雨水）    ８，９８６千円 

          （汚水）   ４７，８２６千円 

・施設維持等修繕  （雨水）    ４，９０６千円 

          （汚水）   ４９，０６０千円 

・下水道使用料算定及び徴収事務委託等 

                ９６，４６９千円 

・荒川右岸流域下水道事業維持管理負担金等 

               ３５７，２６８千円 

・貸倒引当金繰入額          ４４２千円 

・減価償却費         ４９５，３８５千円 

                  

・下水道事業債利子償還金    ２７，５５７千円 

・消費税及び地方消費税     ３０，９９４千円 

 

・過年度損益修正損           ３００千円 
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２ 資本的収入及び支出 

 資本的収入    １４６，７２１千円 

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主  な  内  容 

企 業 債 

 

他会計補助金 

 

負 担 金 

 

貸付金償還金 

１１５，２００ 

 

７，１４６ 

 

 ２４，２５５ 

 

１２０ 

・建設改良費等企業債      １１５，２００千円 

 

・他会計補助金           ７，１４６千円 

 

・工事負担金          ２４，２５５千円 

 

 

 

 資本的支出    ４３７，６０２千円 

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主  な  内  容 

建 設 改 良 費 

 

 

 

 

 

 

企業債償還金 

 

貸 付 金 

 

予 備 費 

１７６，６０１ 

 

 

 

 

 

 

２５５，７０１ 

 

３００ 

 

５,０００ 

・委託料  (雨水)        １４,３００千円 

       (汚水)        １２，１００千円 

・工事請負費(雨水)         ６,４６３千円 

      (汚水)        ７０,８６８千円 

・荒川右岸流域下水道事業建設負担金 

                 ４７，００８千円 

 

・下水道事業債元金償還金   ２５５，７０１千円 

 

・水洗便所改造資金貸付金        ３００千円 

 

※ 主要な建設改良事業 

 

  中央分区枝線工事（市道４９０号線）            ９，２４０千円 

  向山通りマンホールポンプ制御盤更新工事          ６，８２０千円 


